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Ⅰ 地域包括ケアシステム
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埼玉埼玉埼玉埼玉県県県県の将来人口及び高齢化率の見通しの将来人口及び高齢化率の見通しの将来人口及び高齢化率の見通しの将来人口及び高齢化率の見通し

H2～H22 総務省「国勢調査」
H27～H52 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成25年3月推計）
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H2～H22 総務省「国勢調査」 H27～H52 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成25年３月推計）

埼玉県 千葉県 神奈川県 大阪府 愛知県 東京都 ～ 鹿児島県 島根県 山形県 全国

2010年
＜＞は割合

58.9万人
＜8.2%＞

56.3万人
＜9.1%＞

79.4万人
＜8.8%＞

84.3万人
＜9.5%＞

66.0万人
＜8.9%＞

123.4万人
＜9.4%＞

25.4万人
＜14.9%＞

11.9万人
＜16.6%＞

18.1万人
＜15.5％＞

1419.4万人
＜11.1%＞

2025年
＜＞は割合
（ ）は倍率

117.7万人
＜16.8％＞
（2.00倍）

108.2万人
＜18.1%＞
（1.92倍）

148.5万人
＜16.5%＞
（1.87倍）

152.8万人
＜18.2%＞
（1.81倍）

116.6万人
＜15.9%＞
（1.77倍）

197.7万人
＜15.0%＞
（1.60倍）

29.5万人
＜19.4%＞
（1.16倍）

13.7万人
＜22.1%＞
（1.15倍）

20.7万人
＜20.6%＞
（1.15倍）

2178.6万人
＜18.1%＞
（1.53倍）

(千人)

本県の高齢者人口の構成本県の高齢者人口の構成本県の高齢者人口の構成本県の高齢者人口の構成



①①①① 65656565歳以上の高齢者数は、歳以上の高齢者数は、歳以上の高齢者数は、歳以上の高齢者数は、2025202520252025年には年には年には年には3,6573,6573,6573,657万人となり、万人となり、万人となり、万人となり、2042204220422042年にはピークを迎える予測（年にはピークを迎える予測（年にはピークを迎える予測（年にはピークを迎える予測（3,8783,8783,8783,878万人）。万人）。万人）。万人）。
また、また、また、また、75757575歳以上歳以上歳以上歳以上高齢者の全人口に占める割合は増加していき、高齢者の全人口に占める割合は増加していき、高齢者の全人口に占める割合は増加していき、高齢者の全人口に占める割合は増加していき、2055205520552055年には、年には、年には、年には、25252525％を超える見込み。％を超える見込み。％を超える見込み。％を超える見込み。

2012年８月 2015年 2025年 2055年

65歳以上高齢者人口（割合） 3,058万人（24.0%） 3,395万人（26.8%） 3,657万人（30.3%） 3,626万人（39.4%）

75歳以上高齢者人口（割合） 1,511万人（11.8%） 1,646万人（13.0%） 2,179万人（18.1%） 2,401万人（26.1%）

②②②② 65656565歳以上高齢者のうち、「認知症高齢者の日常歳以上高齢者のうち、「認知症高齢者の日常歳以上高齢者のうち、「認知症高齢者の日常歳以上高齢者のうち、「認知症高齢者の日常生活生活生活生活
自立度自立度自立度自立度」」」」ⅡⅡⅡⅡ以上の高齢者が増加していく。以上の高齢者が増加していく。以上の高齢者が増加していく。以上の高齢者が増加していく。

（万人）

（1,000世帯）

「認知症高齢者の日常生活自立度」「認知症高齢者の日常生活自立度」「認知症高齢者の日常生活自立度」「認知症高齢者の日常生活自立度」ⅡⅡⅡⅡ以上の高齢者以上の高齢者以上の高齢者以上の高齢者
数の推計（括弧内は数の推計（括弧内は数の推計（括弧内は数の推計（括弧内は65歳以上人口対比）歳以上人口対比）歳以上人口対比）歳以上人口対比）

世帯主が世帯主が世帯主が世帯主が65歳以上の単独世帯及び夫婦のみ世帯数の歳以上の単独世帯及び夫婦のみ世帯数の歳以上の単独世帯及び夫婦のみ世帯数の歳以上の単独世帯及び夫婦のみ世帯数の推計推計推計推計

280万人

（9.5％）
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世帯主が65歳以上の単独世帯と夫婦のみ世帯の世帯数全体に占める割合

③③③③ 世帯主が世帯主が世帯主が世帯主が65歳以上の単独世帯や夫婦のみの世帯が増加していく歳以上の単独世帯や夫婦のみの世帯が増加していく歳以上の単独世帯や夫婦のみの世帯が増加していく歳以上の単独世帯や夫婦のみの世帯が増加していく

今後の介護保険をとりまく状況今後の介護保険をとりまく状況今後の介護保険をとりまく状況今後の介護保険をとりまく状況
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18%18%18%18%

１３．８％１３．８％１３．８％１３．８％
６５歳～７４歳：３．８％６５歳～７４歳：３．８％６５歳～７４歳：３．８％６５歳～７４歳：３．８％ ７５歳以上：２７．５％７５歳以上：２７．５％７５歳以上：２７．５％７５歳以上：２７．５％

約７倍約７倍約７倍約７倍

全国（年齢階層別）

要介護認定率と内訳要介護認定率と内訳要介護認定率と内訳要介護認定率と内訳

６５歳以上全体の認定率(18%)

埼玉県(平成24年度)
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出典：厚生労働省老健局資料（平成22年５月）

【【【【自分が介護が必要になった場合自分が介護が必要になった場合自分が介護が必要になった場合自分が介護が必要になった場合】】】】

○最も多かったのは「家族に依存せずに生活できるような介護サービスがあれば自宅で介護を受けた
い」で４６％、２位は「自宅で家族の介護と外部の介護サービスを組み合わせて介護を受けたい」で２
４％、３位は「有料老人ホームやケア付き高齢者住宅に住み替えて介護を受けたい」で１２％。

自宅で家族中心に

介護を受けたい

４％

自宅で家族の介護と

外部の介護サービス

を組み合わせて介

護を受けたい

24％

家族に依存せずに

生活できるような介

護サービスがあれば

自宅で介護を受けた

い 46％

有料老人ホームやケ

ア付き高齢者住宅に

住み替えて介護を

受けたい 12％

特別養護老人ホー

ムなどの施設で介護

を受けたい ７％

医療機関に入院して

介護を受けたい

２％

その他 ３％
無回答 ２％

8

介護が必要となった場合の介護の希望介護が必要となった場合の介護の希望介護が必要となった場合の介護の希望介護が必要となった場合の介護の希望



高齢者の住まいの現状高齢者の住まいの現状高齢者の住まいの現状高齢者の住まいの現状
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医 療

住まい

生活支援・介護予防

◆病院

◆地域包括支援センター
◆ケアマネジャー

◆自宅
◆サービス付き高齢者住宅等

◆老人会・自治会
◆ボランティア・NPO等

いつまでも元気
で暮らすために

病気に
なったら

◆在宅系サービス
訪問介護・看護
デイサービス
24時間対応の定期巡回
･随時対応サービス等

◆介護予防サービス◆かかりつけ医
◆地域連携病院

◆施設･住居系サービス
特別養護老人ホーム
介護老人保健施設
認知症グループホーム等

通院・入院

通所・入所

介 護介護が必要
になったら

総合相談
サービスのコーディネート

地域包括ケアシステム地域包括ケアシステム地域包括ケアシステム地域包括ケアシステム

おおむね３０分以内に必要な
サービスが提供される日常生活
圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定



参考データ参考データ参考データ参考データ
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第５条
３ 国及び地方公共団体は、被保険者が、可能な限り、住

み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活
を営むことができるよう、保険給付に係る保健医療サー
ビス及び福祉サービスに関する施策、要介護状態等とな
ることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防
止のための施策並びに地域における自立した日常生活の
支援のための施策を、医療及び居住に関する施策との有
機的な連携を図りつつ包括的に推進するよう努めなけれ
ばならない。

12121212

介護保険法（抜粋）介護保険法（抜粋）介護保険法（抜粋）介護保険法（抜粋）



地域における医療・介護の総合的な確保を図るための改革
改革の目的： 今回の医療・介護の改革は、プログラム法の規定に基づき、高度急性期高度急性期高度急性期高度急性期からからからから在宅医療在宅医療在宅医療在宅医療・・・・介護介護介護介護までのまでのまでのまでの一連一連一連一連のサービスをのサービスをのサービスをのサービスを

地域地域地域地域においてにおいてにおいてにおいて総合的総合的総合的総合的にににに確保確保確保確保することで地域における適切な医療・介護サービスの提供体制を実現し、患者の早期の社
会復帰を進め、住み慣れた地域での継続的な生活を可能とすること

■■■■医療及び介護サービスの整合的な計画の策定と医療及び介護サービスの整合的な計画の策定と医療及び介護サービスの整合的な計画の策定と医療及び介護サービスの整合的な計画の策定と、、、、医療医療医療医療・・・・介護を対象とした新たな財政支援制度介護を対象とした新たな財政支援制度介護を対象とした新たな財政支援制度介護を対象とした新たな財政支援制度
・都道府県が策定する医療計画と介護保険事業計画を、一体的・強い整合性を持った形で策定（両者を包括する基本的な方針）
・消費税増収分を活用した新たな財政支援制度（各都道府県に基金を設置）を法定化（医療・介護とも対象）

■■■■地域での効率的地域での効率的地域での効率的地域での効率的・・・・質の高い医療の確保質の高い医療の確保質の高い医療の確保質の高い医療の確保
○病床の機能分化・連携
・ 各医療機関が医療機能（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）を

都道府県に報告
・ 都道府県は、報告制度等を活用し、各医療機能の必要量等を含む

地域の医療提供体制の将来のあるべき姿(地域医療構想（ビジョン）)を策定
・ 地域医療構想（ビジョン）は、医療機関の自主的な取組と医療機関相互の

協議により推進することを基本。なお、医療機関相互の協議の合意
に従わない医療機関が現れた場合等には必要な対処措置を講ずる

○有床診療所等の役割の位置づけ
・ 病床機能報告制度及び地域医療構想（ビジョン）の導入を踏まえ、国、

地方公共団体、病院、国民（患者）と併せ、有床診療所の役割・責務に
ついて、医療法に位置づける。

○在宅医療の推進、介護との連携

■■■■地域包括ケアシステムの構築地域包括ケアシステムの構築地域包括ケアシステムの構築地域包括ケアシステムの構築
○地域支援事業の充実
①在宅医療・介護連携の推進 ②認知症施策の推進
③地域ケア会議の推進 ④生活支援サービスの充実・強化

*前回改正による24時間対応の定期巡回サービスをはじめ、介護サービ

スの充実・普及を推進

○全国一律の予防給付（訪問介護・通所介護）を市町村が
取り組む地域支援事業に移行し、多様化

○特別養護老人ホームの「新規」入所者を、原則、要介護３
以上に重点化 *要介護1・2でも一定の場合には入所可能

■■■■持続可能な介護保険制度持続可能な介護保険制度持続可能な介護保険制度持続可能な介護保険制度
の構築の構築の構築の構築 （（（（費用負担の公平化費用負担の公平化費用負担の公平化費用負担の公平化））））

○低所得者の保険料の軽減割合を
拡大
*給付費の５割の公費に加えて別枠で公費を
投入し、低所得者の保険料の軽減割合を拡
大

○一定以上の所得のある利用者の
自己負担を引上げ

○低所得の施設利用者の食費
・居住費を補填する「補足
給付」の要件に資産などを追加

■■■■医療医療医療医療・・・・介護従事者の確保介護従事者の確保介護従事者の確保介護従事者の確保
○医師確保支援を行う地域医療支援セン

ターの機能の位置づけ

○看護師等免許保持者に対して、ナースセ
ンターへの届出制度を創設

○医療機関の勤務環境改善
*指針の策定、都道府県で取組を支援する仕組み

○臨床修練制度の高度な医療技術を有する
外国医師への拡充

○歯科技工士国家試験の全国統一化

○介護従事者の確保
*上記基金による対応、27年度介護報酬改
定で検討

効率的かつ質の高い医療提供体制の構築 地域包括ケアシステムの構築

サービス
の充実

基金

○介護従事者の確保

*上記基金による対応、27年度介護報酬改

定で検討

■■■■地域での効率的地域での効率的地域での効率的地域での効率的・・・・質の高い医療の確保質の高い医療の確保質の高い医療の確保質の高い医療の確保
○医療事故にかかる調査の仕組みの位置づけ
○医療法人制度に係る見直し

・持ち分なし医療法人への移行促進策を創設（移行計画の策定等）
・医療法人社団と医療法人財団の合併を可能とする。

○臨床研究中核病院の位置づけ

■■■■チーム医療の推進チーム医療の推進チーム医療の推進チーム医療の推進
○診療の補助のうちの特定行為を明確化し、それを手順書により行

う看護師の研修制度を新設
○診療放射線技師、臨床検査技師、歯科衛生士の業務範囲又は

業務実施体制の見直し

サービス充実の
基盤制度の整備

計画
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高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるようにするため、
介護、医療、生活支援、介護予防を充実。

低所得者の保険料軽減を拡充。また、保険料上昇をできる限
り抑えるため、所得や資産のある人の利用者負担を見直す。

介護保険制度の改正案の主な内容について

②費用負担の公平化②費用負担の公平化②費用負担の公平化②費用負担の公平化①地域包括ケアシステムの構築①地域包括ケアシステムの構築①地域包括ケアシステムの構築①地域包括ケアシステムの構築

○地域包括ｹｱｼｽﾃﾑの構築に向けた地域支援事業の充実

* 介護サービスの充実は、前回改正による24時間対応の定期
巡回サービスを含めた介護サービスの普及を推進

* 介護職員の処遇改善は、27年度介護報酬改定で検討

サービスの充実サービスの充実サービスの充実サービスの充実

○低所得者の保険料の軽減割合を拡大

・給付費の5割の公費に加えて別枠で公費を投入し、低所得者の保険
料の軽減割合を拡大

低所得者の保険料軽減を低所得者の保険料軽減を低所得者の保険料軽減を低所得者の保険料軽減を拡充拡充拡充拡充

①全国一律の予防給付(訪問介護・通所介護)を市町村が
取り組む地域支援事業に移行し、多様化

重点化・重点化・重点化・重点化・効率化効率化効率化効率化

①一定以上の所得のある利用者の自己負担を引上げ
・ ２割負担とする所得水準を、６５歳以上高齢者の所得上位20％と

した場合、合計所得金額160万円（年金収入で、単身280万円以

上、夫婦359万円以上）。ただし、月額上限があるため、見直し対

象の全員の負担が2倍になるわけではない。

・ 医療保険の現役並み所得相当の人は、月額上限を37,200円から

44,400円に引上げ

②低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足
給付」の要件に資産などを追加
・預貯金等が単身1000万円超、夫婦2000万円超の場合は対象外

・世帯分離した場合でも、配偶者が課税されている場合は対象外

・給付額の決定に当たり、非課税年金（遺族年金、障害年金）を収

入として勘案 *不動産を勘案することは、引き続きの検討課題

重点化・重点化・重点化・重点化・効率化効率化効率化効率化

○ このほか、「2025年を見据えた介護保険事業計画の策定」、「サービス付高齢者向け住宅への住所地特例の適用」、 「居宅
介護支援事業所の指定権限の市町村への移譲・小規模通所介護の地域密着型サービスへの移行」等を実施

* 段階的に移行（～２９年度）

* 介護保険制度内でサービスの提供であり、財源構成も変わらない。

* 見直しにより、既存の介護事業所による既存サービスに加え、
NPO、 民間企業、住民ボランティア、協同組合等による多様なサー
ビスの提供が可能。これにより、効果的・効率的な事業も実施可能。

②特別養護老人ホームの新規入所者を、原則、要介護３
以上に限定（既入所者は除く）
* 要介護１・２でも一定の場合には入所可能

*保険料見通し： 現在5,000円程度→2025年度8,200円程度

*軽減例： 年金収入80万円以下 5割軽減 → 7割軽減に拡大

*軽減対象： 市町村民税非課税世帯（65歳以上の約３割）

①在宅医療・介護連携の推進

②認知症施策の推進

③地域ケア会議の推進

④生活支援サービスの充実・強化
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【財源構成】

国 25%

都道府県
12.5%

市町村
12.5%

1号保険料
21%

2号保険料
29%

【財源構成】

国 39.5%

都道府県
19.75%

市町村
19.75%

1号保険料
21%

介護予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業
○二次予防事業
○一次予防事業
介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○ 介護給付費適正化事業
○ 家族介護支援事業
○ その他の事業

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○ 一般介護予防事業

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実地域ケア会議の充実地域ケア会議の充実地域ケア会議の充実）

○ 在宅医療・介護連携の推進在宅医療・介護連携の推進在宅医療・介護連携の推進在宅医療・介護連携の推進

○ 認知症施策の推進認知症施策の推進認知症施策の推進認知症施策の推進
（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員 等）

○ 生活支援サービスの生活支援サービスの生活支援サービスの生活支援サービスの体制体制体制体制整備整備整備整備
（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

介護予防給付（要支援1～２）

充
実

現行と同様

事業に移行

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○ 介護給付費適正化事業
○ 家族介護支援事業
○ その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

新しい地域新しい地域新しい地域新しい地域支援事業支援事業支援事業支援事業の全体像の全体像の全体像の全体像
＜現行＞ ＜見直し後＞介護保険制度

全市町村で
実施
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